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県内市町村等の平成３０年度決算に係る 

健全化判断比率等（暫定値）の公表 

 

  県内市町村及び公営企業会計を有する一部事務組合から、財政健全化法に基づく 

平成３０年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率（暫定値）の報告があり 

ましたので、その概要を取りまとめました。 

 ※ 一部の市町村等においては、議会への報告前の指標であるため、暫定値としています。 

 

１ 健全化判断比率の概要 

○ 県内全団体が早期健全化基準未満  

  ※ 団体別の比率、健全化判断基準については別紙１のとおりです。 

 

（１）実質赤字比率 

     県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はなく、実質赤字がある団体もありま

せんでした。    

（２）連結実質赤字比率 

     県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はなく、連結実質赤字がある団体もあ

りませんでした。    

（３）実質公債費比率 

     県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はなく、起債時に許可を要する水準の

１８％以上となる団体もありませんでした。 

（４）将来負担比率 

    県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はありませんでした。 

 

２ 資金不足比率の概要 

○ 県内市町村等が経営する全ての公営企業会計が経営健全化基準未満 

 ただし、６つの公営企業会計において、資金の不足額が生じている 

  ※ 資金の不足額が生じている公営企業会計の資金不足比率については、別紙２のとおりです。 

（資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定します。対象となる会計数は 108 です。） 

 

  ※ 過去５年の健全化判断比率等の推移については別紙３のとおりです。   



  

○平成３０年度決算財政健全化指標（暫定値）

和歌山市 79,033,709 11.25% － － 16.25% － － 11.7% 11.7% 118.2% 118.7%

海南市 13,810,087 12.87% － － 17.87% － － 6.4% 7.1% 79.4% 89.4%

橋本市 16,307,754 12.69% － － 17.69% － － 13.3% 13.1% 109.5% 120.6%

有田市 7,239,669 13.97% － － 18.97% － － 10.3% 11.0% － －

御坊市 6,757,908 14.13% － － 19.13% － － 11.9% 11.4% 104.9% 103.3%

田辺市 23,476,030 12.19% － － 17.19% － － 8.1% 7.9% － 5.5%

新宮市 9,229,227 13.47% － － 18.47% － － 15.7% 16.1% 57.8% 78.6%

紀の川市 18,657,291 12.56% － － 17.56% － － 8.5% 9.8% － －

岩出市 10,388,269 13.27% － － 18.27% － － 3.7% 3.5% － －

紀美野町 4,615,900 15.00% － － 20.00% － － 9.3% 7.7% 64.2% 78.0%

かつらぎ町 5,864,040 14.51% － － 19.51% － － 12.6% 11.6% 111.7% 113.1%

九度山町 2,116,216 15.00% － － 20.00% － － 14.6% 15.4% 88.0% 91.3%

高野町 2,004,504 15.00% － － 20.00% － － 6.5% 7.2% － －

湯浅町 3,436,702 15.00% － － 20.00% － － 9.9% 9.7% 5.6% 48.8%

広川町 2,553,794 15.00% － － 20.00% － － 5.4% 5.2% － －

有田川町 9,899,854 13.35% － － 18.35% － － 12.6% 11.3% 8.6% 15.0%

美浜町 2,289,292 15.00% － － 20.00% － － 6.2% 5.8% 55.4% 53.9%

日高町 2,599,398 15.00% － － 20.00% － － 7.6% 6.7% 66.3% 68.3%

由良町 2,447,992 15.00% － － 20.00% － － 12.2% 11.1% 175.9% 170.9%

印南町 3,200,750 15.00% － － 20.00% － － 7.4% 7.1% － －

みなべ町 5,172,088 14.89% － － 19.89% － － 12.8% 13.2% 39.0% 25.5%

日高川町 5,334,964 14.79% － － 19.79% － － 12.0% 12.6% － 0.2%

白浜町 7,078,503 14.02% － － 19.02% － － 7.7% 7.0% 50.2% 56.5%

上富田町 3,857,545 15.00% － － 20.00% － － 14.1% 13.1% 78.3% 90.0%

すさみ町 2,356,545 15.00% － － 20.00% － － 6.7% 6.4% － －

那智勝浦町 4,902,177 15.00% － － 20.00% － － 6.4% 5.5% 42.1% 50.6%

太地町 1,363,835 15.00% － － 20.00% － － 4.1% 3.6% － －

古座川町 1,946,182 15.00% － － 20.00% － － 5.6% 5.5% － －

北山村 501,099 15.00% － － 20.00% － － 2.8% 2.0% － －

串本町 6,056,771 14.42% － － 19.42% － － 9.3% 8.5% 66.2% 71.3%

別紙１
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※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率がない場合は、「 － 」と表示しています。
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別紙２

平成３０年度決算公営企業資金不足比率（暫定値）
※資金不足額が生じている企業のみ 単位：千円

市町村等名 事業名

和歌山市 宅地造成

海南市 病院

有田市 病院

串本町 病院

国民健康保険野上
厚生病院組合

病院

御坊市外五ヶ町病院
経営事務組合

病院

※資金不足比率が２０．０％以上となると公営企業会計に係る「経営健全化計画」の策定が必要。

患者数減による医業収益の大幅減や新病
院移転(H23)に伴う起債償還のため

病院事業会計 平成28年度 280,629 1,491,103 18.8%

資金不足額が発生した主な要因

地方債の償還金が多額に及ぶ状況が続
いているため11.2%5,346,685

特別会計名 資金不足額（A）

601,593土地造成事業特別会計

経営健全化基準事業の規模（Ｂ）

20.0%

資金不足比率（A／Ｂ）資金不足額発生年度

平成24年度

国保日高総合病院事業会計

20.0%
新病院への移転(H24)に伴う起債償還の
ため

病院事業会計 平成27年度 29,792 2,550,732 1.1% 20.0%
H25～28年度にかけて発生した医師不足
による医業収益の悪化のため
（現在、医師不足は解消）

病院事業会計 平成26年度 39,727 3,475,222 1.1%

20.0%

診療管理棟及び日高看護専門学校建設
（H22～25）等に伴う起債償還のため

平成29年度 372,616 6,011,002 6.1% 20.0%

患者数減による医業収益の減や電子カル
テ導入に伴う起債償還のため

国民健康保険野上厚生病院組合
事業会計

平成28年度 0.9% 20.0%20,718 2,092,528

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 



  

別紙３
◆健全化判断比率等の推移(過去５年）

指標 年度 市町村等名 特別会計名 比率(％)
早期健全

化基準等(％)

27 九度山町 18.1
和歌山市 土地造成事業特別会計 11.9
海南市 病院事業会計 2.4
太地町 国民宿舎事業会計 3.5
和歌山市 土地造成事業特別会計 12.2
海南市 病院事業会計 3.7
有田市 病院事業会計 6.1
和歌山市 土地造成事業特別会計 12.3
海南市 病院事業会計 8.0
有田市 病院事業会計 5.5
串本町 病院事業会計 6.7
国民健康保険野上厚生病院組合 国民健康保険野上厚生病院組合事業会計 2.3

土地造成事業特別会計 13.3
下水道事業特別会計 46.7

海南市 病院事業会計 11.2
有田市 病院事業会計 2.7
串本町 病院事業会計 15.0
国民健康保険野上厚生病院組合 国民健康保険野上厚生病院組合事業会計 3.8
御坊市外五ヶ町病院経営事務組合 国保日高総合病院事業会計 5.3
和歌山市 土地造成事業特別会計 11.2
海南市 病院事業会計 1.1
有田市 病院事業会計 1.1
串本町 病院事業会計 18.8
国民健康保険野上厚生病院組合 国民健康保険野上厚生病院組合事業会計 0.9
御坊市外五ヶ町病院経営事務組合 国保日高総合病院事業会計 6.1

※　実質公債費比率は、起債要許可団体となる１８％超の団体を抽出
※　資金不足比率は、資金不足額発生会計を抽出
※　実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率については過去５年該当団体なし。

実質公債費比率 25.0

30

資金不足比率 20.0

26

28

27

29

和歌山市



  

○用語の説明  

・実質赤字比率  

  当該地方公共団体の普通会計に相当する一般会計と特別会計（以下「一般会計等」 

 という。）を対象にした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体が標準的な状態 

 で通常収入するであろう経常的な一般財源の規模）に対する比率。 

   福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化 

  し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

 ・連結実質赤字比率  

  一般会計等に加え、水道事業会計等の公営企業会計や国民健康保険会計などの地方 

 公共団体に設置された全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政 

 規模に対する比率。 

全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化

し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

 ・実質公債費比率 

  地方公共団体に設置された全ての会計に加え、一部事務組合等を含めた、一般会計 

 等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額（※）に対 

 する比率。 

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程

度を示す指標ともいえる。 

   地方財政法における地方債協議制度においても活用されている指標であり、18％以

上となると起債時に許可を要する団体に移行する。 

 （※）標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将 

  来負担比率においても同じ） 

 

 ・将来負担比率 

  地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体 

 の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対す 

 る比率。 

  地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負 

 担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標 

 ともいえる。 

  

 ・資金不足比率 

  当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規模（営業収益等）に 

 対する比率。 



  

  公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入を主とする営業収益等 

 の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

  

 ・早期健全化基準 

    地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況におい

て、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連

結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数

値。 

 

 ・財政再生基準 

  地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自

主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を

図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞ

れについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値。 

 

 ・経営健全化基準 

  地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準とし

て、資金不足比率について定められた数値。 

 

○財政健全化法に規定する財政健全化計画等 

 ・「財政再生計画」 

   将来負担比率を除く健全化判断比率が１つでも財政再生基準以上となった場合、財

政再生計画の策定が必要。財政再生計画は議会の議決を得て、速やかに住民に公表。 

 計画について総務大臣の同意がなければ、地方債は発行できない。 

 

 

 ・「財政健全化計画」 

   健全化判断比率が１つでも早期健全化基準以上となった場合、財政健全化計画の策

定が必要。財政健全化計画は、議会の議決を得て、速やかに住民に公表。都道府  

県知事、総務大臣への報告が義務付け。 

  

 ・「経営健全化計画」 

   公営企業会計の資金不足比率が 20％以上となった場合、経営健全化計画の策定

が必要。経営健全化計画は、議会の議決を得て、速やかに住民に公表。都道府県知

事、総務大臣への報告が義務付け。 

  


